




経済研究所 / Institute of Developing
















は①アジアをはじめとする開発途上国の現地に根ざした基礎的総合的研究の推進、②開発途上国専門図書館の設立・運営、③研究成果の公開普及をミッションとして岸信介内閣時代に財団法人 ジア経済研究所（一九五八年）として発足した。②のミッションを受け、翌一九五九年に設置された図書資料部（現在のアジ研図書館） 日本における開発途上国研究の資料センターとなるべく活動を開始した。このミッションは、一九六○年に財団法人から政府特殊法人に移行した際に法人の設置根拠法として定められたアジア経済研究所 の第一章総則第一条「法人の目的」および第三章二十二条 「目的を達成す ために行う業務」の中で規定され、 的な裏付けを持った。以上の経緯から、アジ研図書館は設立当初から、日本の開発途上国研究情報センターとしての役割を担うというミッションが明確に定められた専門図書館であった。一九九八年に日本貿易振興会（現日本貿易振興機構）と統合したのちも、上記のミッ
ションに大きな変更はない。
これに関連して、 日本学術会議が二〇〇八
年に刊行した報告書で、日本の開発途上国研究におけるアジ研図書館の役割について言及しているので紹介したい。 「非欧米社会に関する地域研究においては、日本国内のみならず、当該国自体 も資料蓄積拠点が十分に確立され いることが少ない。そのために、わが国の研究者が当該国で調査を行う過程で個別に関連資料を収集するとう、個人的努力 よって資料収集 保管が担われているのが現状である。非欧米地域の資料を共同利用に供することを目的に恒常的な収集を行 、世界各国の資料を広範に収集・整理するための各国言語と文化、出版状況を十分把握し 司書 翻訳家などの存在が必用不可欠であるが、こうした機能を果たしているのは、日本貿易振興機構アジア経済研究所図書館の他、数少ない機関にとどまっている。 」こ コメントにより、アジ研図書館が、日本 開発途上国研究の情報インフラとしての役割を担っくことの責任を再認識した次第である。
その一方で、発足から五〇年の歳月が経
過した今日、収集方針や今後の業務体制に






















館は二○○九年秋、選書・収集体制の再検討を目的と たアジ研研究者へのヒアリングを、担当地域・研究分野別に計一六回に渡り実施した。その結果、開発途上国 基礎的一次資料の継続的な収集が依然として図書館の重要な使命であることが再確認された。同時に、出版物の増加・多様化が進展するなか、指針としての選書収集ガイドラインから更に踏み込んで、国別・分野別に今後図書館が何をコア と位置づけ主体的に収集していくのか研究者の意見も取り入れながら再検討する必要性 痛感した。
その一方で、各種データベース類や電子
ジャーナルの拡充についての要望の声も強く、雑誌については電子ジャーナル み利用している研究者も見受けら 特集記事では触れていないがアジ研 も電子資料を相当数購読・提供している。予算の制約下、研究者の要望を取り入れつ 、どのような優先順位で電子資料のコンテンツを決定し、かつアクセシビリティを高めていくのとい 点が課題となっている。
後者の情報発信については、冒頭で述べ
たとおり、現在アジ研図書館は、電子図書館の評価を行い、今後の情報発信のあり方について再考する時期に差し掛かっている。電子図書館の拡充を考えるうえで、人材確保、システムの維持・更新とそれにか る費用など、多角的な観点からの検討が肝要である。これらの要素を総合的に判断し、中長期的な視点で、多彩 コンテンツの維持 ・ 更新を安定的 行う体制、 効率的な運営 ・管理体制を再構築しなければならない。アジ研デジタルアーカイブスはアジ研の研究成果物と図書館が所蔵する貴重な史資料群を組織化・連携させ、インターネット上でのアクセスを可能にしたものであり、提供主体であるア 図書館には今後も維持・更新していく社会的な責務があると考える。文献解題などの刊行による情報発信も含め潜在的な利用者 想定して、資料 組織化し資料同士を連携させ、資料のアクセシビリティ、ファインダビリティを高めることは図書館の普遍的なミッションの一つである。
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